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第1章 計画地域の概要

流域面積：約1,876km2

人口：約141万人

計画地域内の水系：

計画地域内の市町：
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ブロック名 市町村名
篠山市
丹波市
神戸市北区
三田市
西脇市
三木市
小野市
加西市
加東市
多可町
神戸市西区
加古川市
高砂市
稲美町
播磨町

上流域

中流域

下流域

上流域 中流域 下流域 対象河川

○ ○ ○
加古川本川
及び支川

○ 喜瀬川
○ 泊川
○ 法華山谷川

流域面積および計画地域内の市町等
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その他

河川地及び湖沼

建物用地

森林

田

上流および中流域ブ
ロックでは森林が広く
分布
上流および中流域ブ
ロックの河川沿いに
水田が分布
下流域ブロックにお
いて市街地が広がる

土地利用

上流域ブロック中流域
ブロック

下流域ブロック
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上流域では約1,600mm
（全国平均と同程度）
中流域・下流域では約
1,200mmと少ない

気候
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平荘ダム、権現ダム、
糀屋ダム、鴨川ダム、
大川瀬ダム、呑吐ダム等

の多くの利水ダムが存在
中流域および下流域に
ため池が多く存在

(計画地域内：約1,600箇所）

天満大池
(稲美町)

水利用

上流域ブロック

中流域
ブロック

下流域ブロック

：ため池

：利水ダム
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昭和58 年9 月洪水、平成2 年9 月洪水、平成16年10 月
洪水、平成21年8月洪水、平成23年9月台風12号・台風15
号洪水と度重なる被害が発生
下流の低平地部のみならず中上流部でも内水被害が発
生
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年 月.日 要因 被害の概要

昭和58年 9.26～28 台風10号

五ヶ井堰付近において法面崩壊などが発生。加古川の中流部
(指定区間)では、西脇市を中心に堤防決壊、溢水、土砂崩れ等
の大災害となった。家屋流出4戸、家屋浸水2,034ha、浸水面積
1,013ha、法華山谷川流域:床上浸水1戸･床下浸水113戸

平成2年 9.20 台風19号・

前線

床上浸水47戸･床下浸水3,124戸、浸水面積612ha、法華山谷
川流域:床上浸水23戸･床下浸水234戸、泊川流域:床上浸水5
戸･床下浸水82戸

平成16年
10.19～

21 台風23号 死者5名、床上浸水332戸、床下浸水1,153戸

平成21年 8.1 集中豪雨 床上浸水5戸、床下浸水179戸、浸水面積約150ha

平成23年
9.2～4 台風12号

死者1名、床上浸水1,358戸、床下浸水4,801戸、浸水面積約
116,400ha

9.19～22 台風15号 床上浸水14戸、床下浸水29戸、浸水面積約52ha

洪水被害の発生状況

加古川流域における被害状況
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平成16年台風23号、平成21年8月洪水、平成23年台風12号、

平成23年台風15号の既往浸水実績の重ね合わせ区域

杉原川の氾濫(多可町中町南小学校)
（平成23年9月台風12号洪水）

 凡  例 

  浸水実績 

 

加古川の氾濫(西脇市板波町)
（平成16年10月台風23号洪水）

洪水被害の発生状況

上流域ブロック

中流域
ブロック

下流域ブロック
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平成16年台風23号、平成21年
8月洪水、平成23年台風12号、
平成23年台風15号の既往浸
水実績の重ね合わせ区域

 凡  例 

  浸水実績 

 

第1章 計画地域の概要 洪水被害の発生状況

(中流域拡大図）

中流域
ブロック
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1.加古川中流ブロック（県管理区間）

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
ブロック界

河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号
広域基幹河川改修事業 S16 ～ 15.6 1
激甚災害対策特別緊急事業 H16 ～ 4.0 2
災害関連事業 S40 0.9 3
災害関連事業 S47 ～ S48 0.8 4
小規模河川改修事業 S50 ～ S56 1.0 5
災害復旧助成事業 S22 ～ 5.2 6

金剛寺谷川 小規模河川改修事業（広域一般） S55 ～ H21 2.4 7
志染川 広域基幹河川改修事業 H2 ～ H26 5.2 8
淡河川 局部改良事業 H4 ～ 1.5 9

災害復旧助成事業 S51 ～ S55 9.5 10
災害復旧助成事業 S62 ～ 12.0 11
災害復旧助成事業 S51 ～ S55 5.7 12
災害復旧関連事業 S54 ～ S56 1.8 13
災害復旧関連事業 S57 ～ S59 1.1 14
災害復旧助成事業 S62 ～ 2.0 15
激甚災害対策特別緊急事業 H2 ～ H6 1.5 16
災害復旧関連事業 S44 ～ S46 0.6 17
災害復旧関連事業 S38 ～ S39 0.2 18

手前川 激甚災害対策特別緊急事業 H2 ～ H6 1.2 19
千歳川 局部改良事業 H6 ～ H7 0.2 20

中小河川改修事業（広域基幹） S55 ～ 8.9 21
災害復旧助成事業 S61 ～ H1 6.1 22
河川局部改良事業 ～ S55 2.2 23
局部改良事業 H2 ～ H9 0.5 24
局部改良事業 S29 ～ 0.8 25
小規模河川改修事業（統合河川一般） S62 ～ 2.0 26
災害復旧関連事業 S48 ～ S50 1.2 27
災害復旧助成事業 S51 ～ S54 4.0 28
小規模河川改修事業（統合河川一般） S62 ～ 1.8 29
災害復旧関連事業 S51 ～ 1.3 30
災害復旧関連事業 S58 ～ 0.7 31
中小河川改修事業
広域基幹河川改修事業

S47 ～ 7.8 32

激甚災害対策特別緊急事業 H16 ～ H22 1.3 33
小規模河川改修事業
広域基幹河川改修事業

S41 ～ 2.5 34

災害関連事業 S51 ～ S53 1.4 35
災害関連事業 S38 ～ S39 0.9 36
中小河川改修事業
広域基幹河川改修事業

S19 ～ 21.1 37

激甚災害対策特別緊急事業 H16 ～ H22 0.6 38
災害関連事業 S38 ～ S40 0.6 39

畑谷川 災害助成事業 S58 ～ 12.4 40

実施年

三草川

野間川

杉原川

加古川

美嚢川

万願寺川

下里川

東条川

千鳥川
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2.加古川水系（国管理区間） 改修を行った河川（区間）

事業名 施工区間
整備延長

(km)
施工内容

位置図
の番号

加古川改修工事
(第１期治水計画)

T7 ～ S8

【加古川】
美嚢川合流点
～河口

16.0

下流部護岸、築堤、掘
削、加古川堰堤整備

①

加古川中小
河川改修工事

S16 ～

【加古川】
社町柏原(福田
原)～美嚢川合
流点 20.2

築堤、古新堰堤整備

②

加古川水系
工事実施基本計
画

S42 ～

東条川築堤、万願寺
川築堤、古瀬築堤、高
鹿喜築堤、上田築堤、
寺井堰移設 ③

加古川水系
工事実施基本計
画改訂

S57 ～

築堤、河道掘削、加古
川大堰整備、JR加古
川橋梁改築、高潮堤
防、河川環境の保全と
整備

④

加古川水系
河川整備基本方
針

H20 ～

来住・大島地区改修
（築堤・掘削）、滝野地
区改修（河道掘削）、
下流部河道掘削（尾
上・高砂地区）

⑤

実施年

【加古川】
滝野町多井田
～河口
【万願寺川】
小野市西脇古
新田林～加古
川合流点
【東条川】
小野市古川町
山ノ下～加古川
合流点 41.0

河川の整備状況
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3.加古川下流ブロック（県管理区間）

河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号

災害復旧助成事業 S63 ～ 完 2.3 1

農業構造改善事業 H3 ～ 完 0.9 2

災害復旧関連事業 S63 ～ 完 0.4 3

広域一般河川改修事業 S57 ～ 完 1.2 4

広域一般河川改修事業 S57 ～ 完 1.5 5

農業構造改善事業 H15 ～ 完 0.4 6

農業構造改善事業 S57 ～ 完 3.6 7

局部改良事業 S49 ～ 完 1.6 8

災害復旧助成事業 S51 ～ 完 3.6 9

災害復旧助成事業 S51 ～ 完 1.4 10

災害復旧助成事業 S52 ～ 完 0.6 11

災害復旧関連事業 S49 ～ 完 2.3 12

農業構造改善事業 S53 ～ 完 1.2 13

広域基幹河川改修事業 H18 ～ 3.3 14

災害復旧助成事業 S62 ～ 完 1.9 15

河川高潮対策事業 S33 ～ 完 4.0 16

広域基幹河川改修事業 S58 ～ H24 4.6 17

白ヶ池川 災害復旧関連事業 S58 ～ 完 0.6 18

河川高潮対策事業 H4 ～ 完 0.5 19

広域基幹河川改修事業 H4 ～ 完 0.5 20

広域基幹河川改修事業 H15 ～ H26 0.3 21

水田川

実施年

小川

草谷川

権現川

西川

曇川

別府川

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
ブロック界
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4.加古川上流ブロック（県管理区間）

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
ブロック界

河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号

広域河川改修事業,市 H19 ～ H25
-

(佐野橋
架替)

①

広域河川改修事業（床上） H23 ～ H25 1.0 ②

広域河川改修事業,市 H14 ～ H18
-

(中川原
橋架替)

③

広域河川改修事業（床上） H22 ～ H24
-

(見田井
堰改築)

④

局部改良事業 S56 ～ S60 0.8 ⑤
小規模河川改修事業（広域基幹） H3 ～ 3.3 ⑥

実施年

加古川

東条川
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5．喜瀬川水系

河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号

喜瀬川 播磨高潮対策事業 S43 ～ 完 1.1 ①

喜瀬川
統合二級河川整備事業
（小規模河川改修事業）

S52 ～ 2.3 ②

実施年

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
流域界
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6.泊川水系 河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号

泊川 高潮対策事業 H5 ～ 完 0.64 ①

泊川（準用河川） 改修事業 H6 ～ 完 0.55 ②

養田川(準用河川) 改修事業 H2 ～ 完 0.98 ③

実施年

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
流域界
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7.法華山谷川水系

河川名 事業名
整備延長

(km)
位置図の

番号
法華山谷川 広域一般河川改修事業 ～ H24 0.66 ①

法華山谷川
床上浸水対策特別緊急
事業

H25 ～ 0.69 ②

法華山谷川
床上浸水対策特別緊急
事業

H26 ～ 3.54 ③

実施年

河川の整備状況

改修を行った河川（区間）
流域界 16
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 凡  例 

  下水道雨水排水区(事業計画区域) 
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下水道の整備状況

雨水計画 雨水整備済み

区域面積 面積(整備率)

単独公共下水道 0.0ha

(旧篠山町) 330ha 0.0%

単独公共下水道 0.0ha

(旧丹南町) 18ha 0.0%

単独公共下水道 17.0ha

(旧柏原町) 197ha 8.6%

単独公共下水道 100.0ha

(旧氷上町) 100ha 100.0%

加古川流域関連 75.7ha

公共下水道 75.7ha 100.0%

加古川流域関連 365.7ha

公共下水道 630ha 58.0%

加古川流域関連 425.0ha

公共下水道 1,325.5ha 32.1%

44.7ha

190ha 23.5%

加古川流域関連 267.3ha

公共下水道 585ha 45.7%

加古川流域関連 290.5ha

公共下水道 416ha 69.8%

加古川流域関連 392.3ha

公共下水道 540ha 72.6%

149.0ha

205ha 72.7%

117.2ha

117ha 100.2%

加古川流域関連 1032.7ha

公共下水道(合流) 1,107ha 93.3%

加古川流域関連 359.9ha

公共下水道(分流) 2,357ha 15.3%

加古川流域関連 21.9ha

公共下水道 669ha 3.30%

509.5ha

731ha 69.7%

加古川流域関連 138.0ha

公共下水道 317ha 43.50%

加古川流域関連

公共下水道 528ha

382ha

72.3%

ブロック

下
流

域

加古川市

高砂市

単独公共下水道

下水道の種別

上

流

域

篠山市

丹波市

単独公共下水道

多可町 単独公共下水道

市町

西脇市

三木市

単独公共下水道

加東市

稲美町

播磨町

小野市

加西市

中

流

域

三田市

上流域ブロック

中流域
ブロック

下流域ブロック
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【これまでの治水（河川・下水道対策）の課題】
・長期間を要する
・計画規模を上回る洪水、整備途上段階での施設能

力を超える洪水の発生には対応できない

計画地域全体で、取り組んでいくことが必要

河川・下水
道対策

流域対策 減災対策

【ながす】 【ためる】 【そなえる】

＋ ＋

総合治水を推進する上での必要性
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ながす ：河川・下水道対策

計画期間
平成26年度から概ね10年

基本目標
人的被害の回避又は軽減並びに県民生活及

び社会経済活動への深刻なダメージを回避す
るため、「総合治水」を推進

ためる ：雨水を一時的に貯留・地下に浸透
させる流域対策

そなえる：浸水した場合の被害を軽減する
減災対策
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国、県、市町及び県民が相互に連携を図りながら、協
働して総合治水を推進する。

県の責務 ・総合治水に関する総合的・計画的な施策の
策定・実施

市・町の責務 ・各地域の特性を生かした施策の策定・実施

県民の責務 ・雨水の流出抑制と浸水発生への備え
・行政が実施する総合治水に関する施策への

協力

１．全般

国は、河川管理者として、総合治水の推進について、県及び
市町と連携し、推進していく
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河川整備計画等に基づいて、河川の整備及び維
持を行う。
河川整備は、本計画期間内で実施し得る整備を着
実に実施する。

２．河川・下水道対策

（1） 河川

（2） 下水道

市町は、下水道計画に基づき、整備及び維持を行
う。
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ため池や水田、学校や公園などを活用した、雨水貯留
浸透機能や森林の整備及び保全により保水機能等を
確保することにより、地先での浸水被害の軽減や河川
や下水道などへの雨水の流出を抑制する。

３．流域対策

22

校庭貯留

屋根に降った雨水の貯留

調整池の設置及び保全

土地等の雨水貯留浸透機能の確保森林の整備及び保全



第３章 総合治水の推進に関する基本的な方針
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人命を守ることを第一に考え、人的被害の回避・軽減、
県民生活や社会経済活動への深刻なダメージを回避
するため、地域と協力の上、水害が発生した場合でも
被害を小さくする減災対策として、浸水が想定される区
域の指定や訓練の実施などの対策を進める。

４．減災対策

浸水が想定される区域の指定

浸水による被害からの早期の生活の再建訓練の実施

避難所の案内表示板ハザードマップ



第４章 河川・下水道対策

国、県は、緊密に連携・調整を図り、
河川整備計画に位置づけられた事
業を着実に推進するとともに、適切
な維持管理を行う。

24

整備区間
ブロック界

中流域
ブロック

1．河川の整備及び維持

ブロック
名

河川名 整備区間
延長
(km)

主な整備内容
位置
番号

備考

加古川

国土交通省管理区間上流端～篠山
川合流点

15.6

河床掘削、築堤、護岸整備、横断工
作物改築(橋梁、堰)横断工作物改築
(橋梁)

6

美嚢川
城山橋～志染川合流点

2.5
河床掘削、築堤、護岸整備、横断工
作物改築(堰)

7

志染川 幸座橋下流約200m～箕谷川合流点 1.7 護岸整備、河床掘削 8
淡河川 万代橋～尼谷川合流点付近 2.5 河床掘削、護岸整備 9

千歳川
西上野橋上流約220m～法定河川上
流端

2.2
河床掘削、護岸整備、横断工作物改
築(橋梁、堰)

10

前谷川 知子谷橋～藪下川合流点 0.3 河床掘削、護岸整備 11
万勝寺川 大島川合流点～かりかわ橋 6.4 河床掘削、護岸整備 12

国土交通省管理区間上流端～大畑
川合流点

8.9
河床掘削、築堤、護岸整備、横断工
作物改築(橋梁、堰)

13

臨幸橋～鴨川合流点 2.6 河床掘削、護岸整備 14

大谷川
第6橋梁～法定河川上流端

0.9
河床掘削、護岸整備、横断工作物改
築(橋梁、堰)

15

三草川 水路橋付近～中国自動車道 0.1 河床掘削、護岸整備 16

野間川
加古川本川合流点～山口井堰

11.7
河床掘削、築堤、護岸整備、横断工
作物改築(堰)

17

杉原川
加古川本川合流点～熊野部井堰

19.0
河床掘削、築堤、護岸整備、横断工
作物改築(橋梁、堰)

18

思出川 杉原川合流点～井堰(1.96km地点) 2.0 河床掘削、築堤 19
奥荒田川 北安橋～乳母川橋 0.3 河床掘削、護岸整備 20

来住・大島地区(16.2k～18.6k) 2.4 堤防整備 21
小野地区(23.1k) ― 橋梁改築 22
社・河合地区(26.6k～28.4k) 1.8 河道掘削、築堤、堰改築、橋梁改築 23
社・河合地区(28.4k～30.6k) 2.2 河道掘削、築堤 24
社・滝野地区(30.7k～32.5k) 1.8 堤防整備 25
滝野・多井田地区
(32.5k～33.8k)

1.3
河道掘削、堤防整備 26

滝野・多井田地区
(33.8k～35.0k)

1.2
河道掘削、堤防整備 27

多井田地区(35.0k～36.4k) 1.4 河道掘削、堤防整備、河道整備 28
東条川 東条川地区(0.0～2.0k) 2.0 堤防整備 29

東条川

加古川 国管理
区間

中流域

県管理
区間



第４章 河川・下水道対策
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2．下水道の整備及び維持
市町が、下水道計画に基づき、
下水道の整備を推進する。

 凡  例 

  下水道雨水排水区(事業計画区域) 

 

2．下水道の整備及び維持

雨水計画 雨水整備済み

区域面積 面積(整備率)

加古川流域関連 75.7ha

公共下水道 75.7ha 100.0%

加古川流域関連 365.7ha

公共下水道 630ha 58.0%

加古川流域関連 425.0ha

公共下水道 1,325.5ha 32.1%

44.7ha

190ha 23.5%

加古川流域関連 267.3ha

公共下水道 585ha 45.7%

加古川流域関連 290.5ha

公共下水道 416ha 69.8%

加古川流域関連 392.3ha

公共下水道 540ha 72.6%

149.0ha

205ha 72.7%

117.2ha

117ha 100.2%

ブロック 下水道の種別

単独公共下水道

多可町 単独公共下水道

市町

西脇市

三木市

単独公共下水道

加東市

小野市

加西市

中

流

域

三田市

中流域
ブロック



第４章 河川・下水道対策
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2．下水道の整備及び維持

西脇市では、黒田庄町福地地区等において浸水対策
を検討
加東市では河高地区での千鳥川と本川合流点での浸
水対策を検討

【取り組み事例】



県、市町
管理

民間
管理

篠山市 12 43
丹波市 11 15

計 23 58
神戸市北区 4 44

西脇市 8 17
三木市 15 177

小野市 11 33
三田市 0 6
加西市 6 42

加東市 6 99

多可町 1 14
計 51 432

神戸市西区 0 6
加古川市 8 14
高砂市 3 0
稲美町 1 4
播磨町 0 0

計 12 24
82 514合計

管理施設数
ブロック 主体

中流域

上流域

下流域

27

流域圏において、調整池は約
600箇所設置されており、こ
の内、中流域ブロックでは約
480箇存在

5-1. 調整池の設置及び保全

5-1. 調整池の設置及び保全第５章 流域対策

●：調整池

中流域
ブロック



第５章 流域対策

28

開発行為を行う者は、雨水の流出を抑制する調整池を設置し
なければならない。
県は、1ha以上の開発に対し、重要調整池の設置を義務付け
る。
市町は、開発者に対して防災調整池の設置を指導。
調整池の管理者は、その機能維持と適正な管理を行う。

5-1. 調整池の設置及び保全

県は、所有者の理解を得ながら指定調整池に指定していく。

①調整池の設置

②施設の指定

調整池管理者は、日常点検や維持管理など適切な管理と機
能維持に努めなければならない。

③維持管理



第５章 流域対策
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5-1. 調整池の設置及び保全

三木市では、定期的な巡回確認を行っており、特に雨期前
にはオリフィス等周辺のゴミ等を確認し、必要に応じ撤去
掃除を実施している。

【取り組み事例】

調整池



ブロック名 市町村名
施設数

（箇所）
総貯水量
(千m3)

篠山市 68 2,692
丹波市 26 923
小計 94 3,615
神戸市北区 81 2,197
三田市 5 85
西脇市 64 3,027
三木市 354 10,416
小野市 158 8,275
加西市 319 11,345
加東市 236 11,358
多可町 45 1,583
小計 1,262 48,286
神戸市西区 33 2,034
加古川市 140 8,015
高砂市 10 397
稲美町 73 8,310
播磨町 7 131
小計 263 18,887

1,619 70,788

下流域

上流域

中流域

合計

第５章 流域対策

30

(1)ため池

流域圏にはため池数が約
1,600箇所存在し、この内、中
流域ブロックでは約1,200箇
存在

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (1)ため池

※総貯水量10,000m3以上を対象

●：ため池

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保

中流域
ブロック
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ため池管理者の同意を得られる場合には、池底掘削や
洪水吐の切り下げ改良等、ため池の雨水貯留機能の向
上に努める。
県及び市町は、ため池改良にあたって、雨水貯留機能を
備える技術的な助言・指導を行う。

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (1)ため池

県は、所有者等の同意を得た上で、指定雨水貯留浸透
施設として指定する。

①ため池の雨水貯留機能の向上

②施設の指定

ため池の管理者は、日常点検や維持管理など適切なた
め池の管理に努め、その雨水貯留浸透機能の維持に努
める。

③維持管理



第５章 流域対策
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5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (1)ため池

溝ヶ沢池(稲美町)の洪水吐切り下げ

利水容量

利水容量の治水転用

▽現況満水位→洪水調節水位

堤防
治水容量▽変更後満水位

利水容量

池底の掘削

▽現況満水位→洪水調節水位

堤防
治水容量▽変更後満水位 満水位

の引き
下げ

洪水吐
の切り
下げ

加西市や稲美町等では、ため池管理者に洪水吐欠き及
び緊急放流施設（ゲート）等の設置を依頼し、洪水量の調
整を図っている。

【取り組み事例】

ため池貯留対策のイメージ

洪水吐の切り下げ



ブロック名 市町村名
水田面積

（ha）

篠山市 2,734
丹波市 2,017
小計 4,751
神戸市北区 1,159
三田市 71
西脇市 402
三木市 3,619
小野市 2,151
加西市 2,714
加東市 2,475
多可町 1,086
小計 13,677
神戸市西区 865
加古川市 1,538
高砂市 277
稲美町 1,398
播磨町 40
小計 4,118

22,546

上流域

中流域

下流域

合計

第５章 流域対策
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(2)水田

・流域圏におけるほ場整備済み
の水田面積は約22,600ha

・流域圏内は、県全体に比べて
水田面積割合が高く、特に、上
流および中流域ブロックの河川
沿いに広がっている。

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (2)水田

中流域
ブロック

：水田



第５章 流域対策

集落毎の意見交換等を踏まえ、課題解決に向けた取り組
み等の検討を行い、営農者等の理解と協力を得た上で
取り組む。
県及び市町は、水田貯留の取り組みを進めるため、多面
的機能支払交付金の活動組織等に対して、地域実情に
応じた啓発を検討し、取り組みにあたっての技術的な助
言・指導を行う。

県は、所有者等の同意を得た上で、指定雨水貯留浸透
施設として指定する。

①水田貯留による雨水貯留機能の向上

②施設の指定

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (2)水田

雨水貯留機能の保全に努める。

③維持管理

34
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5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (2)水田

「田んぼダム」の取り組み（堰板設置イメージ）

「セキ板1000枚配布大作戦」において、加東市や小野市
等では、水田排水口へ堰板を設置する「田んぼダム」の
取り組みを実施中。

【取り組み事例】



第５章 流域対策
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中流域ブロックには、学校が130
箇所、都市公園が約260箇所、
公立病院が約10箇所、官公庁が
100施設、大規模公共施設が約
150箇所存在

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (3)学校・公園、
その他大規模施設

※敷地面積1,000m2以上の施設を対象

(3)学校・公園、その他大規模施設

学校 都市公園 公立病院 官公庁
大規模

公共施設
篠山市 23 11 0 61 3
丹波市 22 1 1 11 2
小計 45 12 1 72 5
神戸市北区 22 71 1 3 41
三田市 2 11 0 1 0
西脇市 15 21 1 3 6
三木市 31 76 0 20 46
小野市 15 17 1 4 21
加西市 18 10 1 61 0
加東市 15 38 1 4 29
多可町 12 15 3 4 8
小計 130 259 8 100 151
神戸市西区 3 1 1 0 6
加古川市 49 108 3 25 20
高砂市 18 51 1 3 5
稲美町 9 27 0 0 0
播磨町 5 26 0 1 0
小計 84 213 5 29 31

259 484 14 201 187

上流域

中流域

下流域

合計

施設名（箇所）
ブロック名 市町村名

中流域
ブロック
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施設の所有者等は、流出防止壁の設置又は地盤の掘り
下げによる貯留機能の確保や駐車場等における透水性
舗装や浸透側溝の整備等による浸透機能の向上に努め
る。
県や市町は、自らが管理する学校・公園等の公共施設等
を利用した貯留施設の整備に努める。

県は、所有者等の同意を得た上で、指定雨水貯留浸透
施設に指定する。

①雨水貯留浸透機能の備え

②施設の指定

施設の所有者等は、雨水貯留浸透機能の維持管理に努
める。

③維持管理

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (3)学校・公園、
その他大規模施設
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5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (3)学校・公園、
その他大規模施設

小野市では、小中学校の建替に併せて、
雨水貯留施設を設置する。（小野中学
校、小野東小学校、来住小学校）

多可町では、役場の耐震化による建替
時に雨水貯留施設を設置。

加西市では、 市内の学校において校
庭貯留2箇所、地下貯留槽1箇所を設置。

東播工業高等学校、県立農業高等学校、
篠山産業高等学校では、総合治水の取
り組みに関する模型を製作する。

【取り組み事例】

ｼﾞｵﾗﾏ模型の例

校庭貯留
（加西市立宇仁小学校）
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(4)各戸貯留

5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (4)各戸貯留

県民は、雨水貯留タンク等による各戸貯留や浸透桝等の
設置を推進する。

県及び市町は、県民に対し、雨水貯留についての普及啓
発を図るとともに、県民の取り組みを支援する。

①雨水貯留浸透機能の備え

②県民の取り組みの支援

施設の所有者は、雨水貯留浸透機能を維持管理するよ
う努める。

③維持管理
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5-2. 土地等の雨水貯留浸透機能の確保 (4)各戸貯留

各戸貯留（雨水タンク）

【三田市】
公共下水道区域内において雨水
貯留タンクを設置する者に対し、
その設置費用の一部を補助する。
平成26年度から実施
（年間40基）

【加西市】
雨水貯留施設設置費用助成金
により、タンク本体価格および設
置費用の一部を補助する。
平成26年6月から実施
（年間50基）

【取り組み事例】
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大雨が予想される時は、利水者が許容する範囲の中で事前
放流を行い、あらかじめ貯水量を減らす等の適切な措置によ
り、雨水を貯留する容量の確保に努める。
県・市町が連携して、計画地域にあるダムの利水容量の治水
活用について、共同事業者や既得水利権者の協力が得られ
るよう調整を進める｡

県は、管理者の同意を得た上で、指定貯水施設として指定す
る。

①施設の活用

②施設の指定

貯水施設の管理者は、雨水貯留浸透機能を維持するよう適
切な管理に努める。

③維持管理

5-3. 貯水施設の雨水貯留容量の確保 (1)利水ダムの
事前放流

(1)利水ダムの事前放流
5-3. 貯水施設の雨水貯留容量の確保

41
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大雨が予想される時は、あらかじめ貯水量を減らす等の
適切な措置により、雨水を貯留する容量の確保に努める。

県は、管理者の同意を得た上で、指定貯水施設として指
定する。

①施設の活用

②施設の指定

施設の管理者は、雨水貯留浸透機能を維持するよう適
切な管理に努める。

③維持管理

5-3. 貯水施設の雨水貯留容量の確保 (2)ため池の安全管理
と水位低下による雨水貯留容量の確保

(2)ため池の安全管理と水位低下による雨水貯留容量の確保

42
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5-3. 貯水施設の雨水貯留容量の確保 (2)ため池の安全管理
と水位低下による雨水貯留容量の確保

加東市や加西市等では、大雨等の予報を基に、ため池管理者
に貯留水の放流を依頼し、あらかじめ水位を下げておくように
啓発している。

神戸市では、豪雨災害や地震災害に備えと地域住民の転落・
水難事故等を未然に防止するため、ため池管理者等への点
検・管理技術研修を実施する。また、モデル集落での応急工事
演習を行い、災害時の危機管理能力の向上を図っている。

【取り組み事例】
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・流域圏内には、ポンプ施設は約30箇所あり、その多くが下流
域ブロックに位置する。

・中流域ブロックには3箇所存在する。

5-4. ポンプ施設との調整

5-4. ポンプ施設との調整
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5-4. ポンプ施設との調整

ポンプ施設の管理者は、河川が増水し、堤防の決壊等が発生
するおそれが生じている場合には、当該河川への排水を停止
する等のポンプ施設の適切な操作を行う。

県は、所有者等の同意を得た上で、指定ポンプ施設に指定す
る。

①適切な操作

②施設の指定

ポンプ施設の管理者は、日常からの維持管理に努める。

③維持管理
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5-5. 遊水機能の維持

5-5. 遊水機能の維持

計画地域では、美嚢川（三木
市）において、霞堤2箇所、越
流堤1箇所が存在する。
県及び市町は、民間の開発等
についても、遊水機能が高い
と考えられる土地について開
発事業者等に十分な周知を図
り、都市計画等との整合を図り
ながら開発の抑制に努める。

霞堤のイメージ
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5-6. 森林の整備及び保全

5-6. 森林の整備及び保全

森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、公的関与に
よる森林管理の徹底、多様な担い手による森づくり活動の推
進を基本方針として、「新ひょうごの森づくり」を推進する。
防災面での機能を高めるため、災害に強い森づくりに取り組
む。

地域住民等による森林整備 山林の再生

出典：兵庫県HP



第５章 流域対策

48

5-6. 森林の整備及び保全

【多可町での取り組み】
間伐材チップ化工場（木製バイオマス供給センター）の設置
公共施設へのチップボイラーの設置
間伐材の切出し助成

【取り組み事例】

針葉樹林と広葉樹林の混合整備
（多可町）

間伐材チップ化（多可町）
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国・県は、大雨によって氾濫した場合に、浸水が想定され
る「区域」と「水深」を公表するとともに、県民への周知に
努める。
国・県は、浸水想定区域図を関係市町に通知する。
市町は、防災マップの作成・周知を行う。
県民は、県や市から発信される防災情報の収集に努め、
水害リスクに対する認識の向上を図る。

6-1. 浸水が想定される区域の指定・住民の情報の把握

国や県は、それぞれが管理する河川の浸水想定区域図
を作成し、公表している。
浸水想定区域図を国や県のホームページに掲載し、県
民への周知に努める。

（1）浸水想定区域図の作成・公表

6-1. 浸水が想定される区域の指定・住民の情報の把握

49
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6-1. 浸水が想定される区域の指定・住民の情報の把握

加古川水系浸水想定区域図（姫路河川国道事務所）

兵庫県 CGハザードマップ

加西市では、兵庫県CGハザードマップの浸
水想定区域図に加え、過去の浸水実績を
地域住民からヒヤリングを行い反映させる
ことにより、内水氾濫等の危険箇所を明示。

【取り組み事例】
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市町は、国および県から提供された「浸水想定区域図」を
もとに、これに避難所の位置などの防災情報を記載した
「洪水ハザードマップ」を作成し、県民に配布するとともに
最新の情報を反映するよう努める。

（2）洪水ハザードマップの作成・配布

6-1. 浸水が想定される区域の指定・住民の情報の把握

国および県、市町は、過去の災害を忘れないために、さ
らに発災時には安全かつスムーズな避難行動に繋げる
ために、実績浸水深や避難所の案内表示板を公共施設
等に明示することに努める。

（3）災害を伝える（まるごとまちごとハザードマップ）

51
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6-1. 浸水が想定される区域の指定・住民の情報の把握

ホームページで取り組み事例を公開（姫路河川国道事務所HP）

避難所の案内表示板の事例
（加古川市内）

姫路河川国道事務所では、平成21年8月に発生した台風第9号
に伴う局地的豪雨により、揖保川で甚大な浸水被害が発生した。
このため、避難行動を促すことによって局地的豪雨の被害を軽
減することを目的に「まるごとまちごとハザードマップ」を進めてい
る。

【取り組み事例】
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国及び県、市町は、県民の避難の助けとなる情報を迅速
かつ確実に提供できるよう情報提供体制の充実に取り組
む。
市町は、地域防災計画への反映やフェニックス防災シス
テム端末の増設など、提供された情報の効果的・効率的
な活用方法を検討する。
県民は、情報を把握するとともに、自らの安全の確保に
努める。

6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達
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6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

国および県は、県民が洪水時における避難のタイミング
を的確に判断できるよう、雨量や河川水位のリアルタイム
観測情報や河川監視画像を国や県のホームページを通
じて発信する。

（1）雨量・水位情報

河川水位のリアルタイム観測情報例

水位・雨量計位置図河川のリアルタイム監視画像例

●：水位計
●：雨量計
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6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

市町は、県民の安全な避難行動等を適切に判断できるよ
う、詳しくわかりやすい気象情報や避難勧告・避難指示
等の情報を迅速かつ正確に伝達するため、防災行政無
線、ケーブルテレビ、市町のホームページ等を活用し、積
極的に情報発信を行う。

（2）防災行政無線、ケーブルテレビ、市町ホームページ等

加東市では、国と連携して河川対
岸への浸水危険水位表示板を設置
している。

【取り組み事例】

浸水危険水位表示板
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6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

ひょうご防災ネットのイメージ

県及び市町は、携帯電話等のメール機能を利用した
「ひょうご防災ネット」により、気象情報等の緊急情報や
避難情報などを登録している県民に直接配信する。

（3）「ひょうご防災ネット」による情報発信
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6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

氾濫予測の例

県は、市町が県民に対して実施する避難勧告等を的確に
判断するために必要な情報の提供として、河川水位の予
測、氾濫予測を実施し、市町等の防災関係機関に提供し
ている。

（4）氾濫予測情報
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6-2. 浸水による被害の発生に係る情報の伝達

道路アンダーパス部は、地形的に雨水
が集中しやすい構造となっていること
から、道路アンダーパス部に冠水情報
板等の設置を推進する。

（5）道路アンダーパス部の浸水情報

加古川は、洪水予報指定河川であり、神戸海洋気象台と
共同で洪水予報を発表している。
情報は、県や市町へ伝達し、水防活動等に利用するほか、
市町や報道機関を通じて県民の方々へ伝達している。

（6）洪水予報

ブロック名 市町村名
施設数

（箇所）
篠山市 1

丹波市 1

神戸市北区 0

三田市 0

西脇市 1

三木市 0

小野市 11

加西市 2

加東市 10

多可町 0

神戸市西区 3

加古川市 4

高砂市 2

稲美町 0

播磨町 0

35

上流域

中流域

下流域

合計

道路アンダーパス箇所数
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県民は、災害時に的確な避難ができるよう、防災リー
ダーの育成、防災マップの作成などにより、浸水被害対
策の重要性を認識し、自主防災組織等の活性化を図る
など、「自助」「共助」の取り組みを進める。
県及び市町はこれを支援する。

6-3. 浸水による被害の軽減に関する学習

県及び市町は、自然災害が発生した場合、地域の自主
防災組織の一員として、防災活動に積極的に取り組んで
いただく地域防災の担い手を育成するため、防災研修を
実施する。

（1）防災リーダーの育成

6-3. 浸水による被害の軽減に関する学習

小野市等では、年１回、自主防災リーダー研修会を開催してい
る。

【取り組み事例】
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県民は、過去の災害情報、避難経路、避難経路上の危
険箇所、必要な防災対応などを県民自らの手で地図に記
載する「手づくり防災マップ」を作成し、水害リスクの認識
の向上に努めるとともに、自主防災組織等の活性化を図
る。
手づくり防災マップの作成に際しては、防災リーダーが中
心的な役割を担い、必要に応じて防災に経験豊富なNPO 
法人等の支援を得る。
国及び県、市町は、手作り防災マップづくりが各地区で広
がるよう、研修会の開催等により支援していく。

（2）防災マップの作成・支援

6-3. 浸水による被害の軽減に関する学習
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6-3. 浸水による被害の軽減に関する学習

マイ防災マップ作成の説明会（加東市穂積）

姫路河川国道事務所では、関係
自治体と連携し、地元住民が主体
となってマイ防災マップに避難経
路、危険水路等の具体的な記載
作業をおこなうワークショップを開
催するなど、取り組みを支援して
いる。
三田市や多可町等でも、地区毎の
防災マップ作成に取り組んでいる。

マイ防災マップ作成例

 【取り組み事例】
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水防団等による水防活動の充実や住民の円滑な避難行動が
重要であることから、市町は、水防活動への支援を行う。
大規模水害に備えた幅広い連携体制として、国、県、他市町、
民間事業者との「協定締結に関する取り組み」に努める。

6-4. 浸水による被害の軽減のための体制の整備

市町は、災害モニター制度の活用などによる情報収集や河川
やため池等の巡視、点検等が、迅速に行える体制づくりに努
める。

（1）水防活動等への支援

市町は、豪雨時や夜間等の状況下での避難も考慮し、避難所
への避難経路の設定に際しては危険箇所を避け設定する。
県及び市町は、流域圏が超高齢社会であることを踏まえ、共
助による避難誘導や危険箇所の解消に努める。

（2）円滑な避難体制の整備

6-4. 浸水による被害の軽減のための体制の整備

62
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6-4. 浸水による被害の軽減のための体制の整備

【多可町】
自助・共助の醸成を図るため、自主防災組織において地
区防災計画の作成を進めている。

【西脇市】
要援護者の支援を行う「近隣協力体制づくり」が長寿福祉
課で実施されている。

【取り組み事例】
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国及び県、市町、防災関係機関及びライフライン関係機
関で構成する連絡会を毎年、増水期前に開催し、重要水
防箇所の見直し等に関する情報の共有を図る。
国及び県、市町等は、大規模洪水時を想定した実践的な
演習を行うとともに、防災関係機関と連携して水防訓練を
実施する。

6-5. 訓練の実施

6-5. 訓練の実施
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6-5. 訓練の実施

【西脇市】
消防、自衛隊、警察、ドクターヘリ等が参加した大規模な訓練を実施
訓練内容は震災を想定した訓練となっているが、消防団による水防工
法を実施

【三木市】
消防、自衛隊、警察、消防ヘリ等が参加した大規模な訓練を実施
隔年毎に風水害及び地震を想定した訓練を実施

【小野市】
災害時において、応急復旧活動や救助活動、避難等を迅速に行える
訓練を市、県民、関係機関の協力のもと実施している。

【取り組み事例】

水防訓練（小野市）
連絡会での現地見学会

土のう作成 シート張り工法



第６章 減災対策

県民は、自らが所有する建物等に浸水が見込まれる場合は、
敷地の嵩上げや遮水壁の設置、電気設備の高所配置など、
耐水機能を備えることに努める。
県及び市町は、地域防災計画に定める防災拠点施設や避難
所に浸水が見込まれる場合は、耐水機能の確保の必要性を
検討し、必要に応じて実施する。

6-6. 建物等の耐水機能の確保

6-6. 建物等の耐水機能の確保

①建物等の耐水機能の確保

②施設の指定

③維持管理

県は、浸水機能を備えることが流域圏における減災対策に特
に必要と認め、所有者等の同意を得られた建物等を指定耐水
施設に指定。

建物所有者は耐水機能を備え、維持する。 66
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67耐水機能の主な例

6-6. 建物等の耐水機能の確保

遮水壁 電気設備等の高所設置
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河川の水位が上昇した場合に、影響を受ける低地部に
は、二線堤、輪中堤等の対策を施し、床上浸水被害の解
消を推進する。

6-7. 集落の浸水による被害の防止

6-7. 集落の浸水による被害の防止

二線堤

輪中堤

出典：河川用語集(国土技術政策総合研究所)

出典：由良川河川整備計画
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県及び市町は、水害からの早期復旧を図るため「フェニックス
共済（兵庫県住宅再建共済制度）」等の加入促進に努める。

6-8. 浸水による被害からの早期の生活の再建

6-8. 浸水による被害からの早期の生活の再建

加入戸数 加入率
東播磨 25,913 11.6%
北播磨 10,312 12.7%
丹波 4,408 13.1%

地域全体 40,633 12.0%
県内全体 159,968 9.0%

地域 平成26年1月末
住宅再建共済制度

フェニックス共済加入状況
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「ひょうご・人と自然の川づくり」の基本理念
や基本方針に基づき、河川整備を実施する。

平成21年3月に策定した「生物多様性ひょう
ご戦略」を踏まえて、生物多様性の保全に配
慮した川づくりに取り組む。

森林や水田・ため池などを対象とした流域対
策を実施する際にも、これらの自然環境、生
物環境などに配慮した事業を行う。



第8章 総合治水を推進するにあたって必要な事項

県及び市町は、情報発信や出前講座などの連携
の「場」の提供に取り組むなど、県民の災害に対す
る意識向上に向けた普及啓発を行う。
県民は、総合治水や環境保全等に関わる自主的
な活動を推進するよう努める。

1. 県民相互の連携

本協議会及び法華山谷川流域懇談会の場などを
活用して連携を図る。
土地利用計画の策定にあたっては、当該土地の河
川の整備状況、災害発生のおそれの有無、水源の
かん養の必要性等を踏まえて策定する。

2. 関係者相互の連携

71
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県及び市町は、自らが所有する施設について、率
先して貯留施設等の整備に取り組むとともに、補助
金等、財源の確保に努める。
県及び市町は、市町や県民の取り組みを促進する
ための財政的支援等について、ニーズや整備効果
を踏まえ、検討を進める。

3. 財源の確保

本協議会及び法華山谷川流域懇談会において、計
画の進捗状況を把握の上協議する。
県は協議会の意見を踏まえて推進計画を適宜見
直す。

4. 計画のフォローアップ



●モデル地区の選定

73

■洪水による浸水被害の発生状況
■地形 ・洪水特性
■地区での流域対策・減災対策の取り組み状況 等

モデル地区を選定し、先導的な取り組み事例や効果を
情報発信することにより、総合治水への理解を深め、
取り組みを計画地域全体に広げていく。

モデル地区の選定


